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ｐ２： 
「一方で、高齢期における一人暮らしの人や認知症の人等の今後更なる増加等が見込まれ、それによっ
て人と人との関係性やつながりの希薄化が進み、孤独・孤立の深刻化が懸念されており、地域社会のつな
がりや支え合いによる包摂的な社会の構築が求められている。」 
⇒今回の原案では、１）心身機能低下、２）一人暮らし、３）認知症の人、これら３点について、焦点を
当てながら、いずれは「人と人との関係性やつながりの希薄化が進み、孤独・孤立の深刻化」という流れ
となっている。
しかし、改めて【社会的孤立の防止】に焦点を当てた部分が少ないような印象を受ける。
新たな地域コミュニケーション高齢者がグループ活動に参加する割合は、年々減少の傾向にあることが
内閣府の調査により報告されている[31]。2014 年調査と 2021 年調査の結果を比較すると、参加したい
と思わない割合が増加している（2014 年 18.2％ → 2021 年 27.4％）。このような地域でのグループ活動
への不参加は段階的に起こってしまい、将来的に社会から離脱する可能性を示唆している。社会からの
孤立を避けるためにも、いかに社会との繋がりや地域の人々との多様な繋がりを維持するのかが課題で
ある。
＜参考＞
近年、高齢者の孤立を防ぐ地域づくり、小さな多様なコミュニティづくり、地域自体が相互にケアする共
同社会となる取り組みが進んでいる。「目的をもった活動に参加をする」という在り方のみではなく、「地
域や場そのものが高齢者を見守り、あるいは相互にケアをし合うことを可能にする仕組み」である。ここ
で注目されるのは高齢者のみではなく、多世代における相互の交流である。こうした新しいケアをする
まち、そして多様な人々が当たり前のように交流する場を、いかにデザインし構築するのかが課題であ
る。さらに、デジタルデバイスを活用したオンラインでの通いの場（いわゆるオンラインサロン）も様々
な取り組みが始まっている。従来の対面での集いとともに、オンラインでの集いも上手く組み合わせて
いく、いわゆるハイブリッド型の新たな地域コミュニケーションへのチャレンジも重要である。そして、
住民活力を底上げしながら、自助・互助・共助・公助の４つを基盤とする地域づくりの取り組みをさらに
強化する必要がある。

ｐ７上段： 
「仕事の中でしか社会とのつながりがない場合には、定年退職とともに孤独・孤立に陥る場合もあり、高
齢期を見据えて地域とのつながりや居場所を持つことができるような枠組の構築が求められる。」 
⇒高齢期を見据えて、現役世代のうちから地域とのつながりや居場所を持つことができるような枠組の
構築が求められる。そのためには、本人の意識の向上と同時に、地域コミュニティ側の工夫も含めて、両



面が必要となる。 
 
ｐ７下段： 
「高齢期の特性を踏まえ、柔軟な働き方や健康や安全への配慮、デジタルを 活用した負担軽減などの取
組を進めることが必要。取組に当たっては、フレイル・ロコモ対策の視点や、安全管理システムの開発と
いったテクノロジーの活用等に留意すべき。」 
⇒特に、フレイル対策（予防）においては、ポピュレーションアプローチとハイリスクアプローチの両面
が必要であり、かつ、上手く連動することも求められる。また、ゼロ次予防という言葉に示されているよ
うに、環境面への工夫を十分に行い、従来の考え方（すなわち健康のために健康に資する取り組みを行
う）だけではなく、楽しみながら活動していると、結果的に健康に資することをやっているという地域戦
略も非常に重要である。 
 
ｐ９： 
「「社会的処方」を推進するため、かかりつけ医とリンクワーカーの連携強化を図るとともに、医学部に
おける教育で社会的処方に関する学びを強化するなど、医師の理解を促進していくことが求められる。」 
⇒ かかりつけ医も含めて医師、および医療関係者が「患者が地域資源ともっとつながることにより、従
来の単なる治療管理だけではなく、大きな効果を生む」ということを今まで以上に理解すべきである。そ
の上で、「社会的処方」を推進するため、かかりつけ医とリンクワーカーの連携強化を図るとともに、医
学部における教育で高齢者医療（老年医学）さらには在宅医療も含めた地域医療の地域実践に関する学
びを強化するなど、医師の理解を促進していくことが求められる。そのためにも、各医学部への新たな老
年医学講座設置に向けた動きを推進したい。 
 
ｐ１０上段： 
「治療や薬をもらうことで安心を得るということだけではなく、社会的処方が患者自身にとってウェル
ビーイングの向上に資するものであるという認識を広めていくことが必要。」 
⇒これがまさに高齢期の特性を踏まえたアプローチであり、さらに厚生労働省が現在推し進めようとし
ている「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施」につながる方向性でもある。すなわち、各疾病に対
する厳格な管理を目指すだけではなく、社会性や地域での交流も重要視した介護予防（言い換えれば多
面的なフレイル予防）にもしっかりと配慮した包括的な指導助言を目指すべきである。 
 
ｐ１０中段： 
① 学びの場や内容 
「時間や場所の制約のないインターネットや、社会教育施設やそれ以外の公共施設も含めて地域の身近
な場所での学習機会を充実させていくことが課題となっている。」 
⑤ デジタル・デバイドへの対応 
「高齢社会においては、自己決定や主体的な選択を支援する手段として、デ ジタルを活用することが重
要となるため、高齢期においても新しいデジタル 技術を効果的に活用できるようにするための学習機会
が必要となる。」 



⇒現在、高齢者でもインターネット利用者は急増しており、まさに多様な学習機会も含めて、快活な日常
生活を醸成するためには、地域施設での通信環境（Wifi 環境）などの整備も必要であろう。 
 
ｐ１８ ④ 移動手段の確保 
ｐ２０ ③ 認知機能の変化を踏まえた交通安全対策 
ｐ２２ ③ 認知機能の変化を踏まえた交通安全対策 

「運転免許証の自主返納を進めるに当たっては、」 
⇒両項目に通じる話であるが、自動車の免許返納になった場合、生活範囲が狭くなり、日常的な買物や通
院だけではなく、前向きに社会参加をできなくなってしまう場面も少なくない。その後の社会生活（社会
参加も含む）がどうにか維持できるような移動支援を各地域コミュニティ単位で考えていく必要がある。
具体的には、既存の公共交通手段の見直し、市町村が主体となった自家用有償旅客運送の実施、NPO 等
によるその支援、住民などによる移動支援、つまりボランティアや市域の助け合い（互助）がさらに底上
げされるべきである。 
 
ｐ２０ ④ 加齢性難聴対策 
⇒感覚器機能においては、五感に代表される視覚や聴覚、味覚、嗅覚など様々な外界情報を感受しており、
人間の生命活動や社会生活の維持において不可欠な機能である。なかでも、「視覚」と「聴覚」の低下は
高齢者のフレイル（虚弱）状態を顕著に進行させてしまう。 
今回の原案では「聴力低下（難聴対策）」に関して、かなり深掘りして言及している。 
一方で、「視機能の低下」により、高齢者では自立機能が低下するだけでなく、転倒リスクの増加や認知
症の進行、社会参加の減少や地域社会との繋がりが希薄になる傾向が強い。よって、高齢化が急速に進行
しているわが国において、健康寿命延伸や認知症・フレイル予防のために、高齢者の感覚器における早期
スクリーニングや定期的ケアは非常に重要である。 
 
ｐ２５上段： 
「病気と共存しながら住み慣れた地域や自宅で生活するための「地域完結型」へと転換が求められてい
る。それに伴い、在宅医療や訪問介護の体制の充実や、社会的処方の推進の必要性が高まっている。」 
⇒さらに、地域包括ケアシステムの考え方の下、医療介護体制の強化に加え、そこに「すまい」の考え方
が重なり合うよう工夫すべき。 
 
ｐ２５中段： 
「また、健康の維持・増進や介護予防の観点から、地域において住民主体の活動（「通いの場」）を促進し
ていくことも求められるが、現場においては、専門職が支援の手法をうまく使い分けられず、住民主体の
活動の醸成につながっていないとの指摘もある。」 
⇒専門職が特にポピュレーションアプローチに関する住民への支援の手法をうまく使い分けられず、住
民主体の活動の醸成につながっていないとの指摘もある。 
 
ｐ２５中段： ③ 人生の最終段階における医療 



「後期高齢者の増加や高齢期における身寄りのない人の増加を踏まえ、 人生の最終段階における医療や
看取りに関する事前の意思決定支援としてＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の普及を図る必要
がある。」 
⇒なかでも、平時での普及も重要であると同時に、「高齢者救急の現場」でも必要となるケースが少なく
ない。住民への啓発、多職種研修などの多様な場面での ACP の啓発活動が求められる。 
 
ｐ２６： ② 健康づくり・介護予防  
「介護予防・日常生活支援総合事業について、住民主体の活動の醸成に当 たっては、専門職によるハイ
リスクアプローチ（疾病の発症リスクが高い 人を対象として行動変容を促す取組）だけではなく、住民
主体のポピュレ ーションアプローチ（健康増進や疾病予防に関する啓発等）が重要であり、 ポピュレー
ションアプローチの意義やその手法について理解を深めるとともに、両者の状況に応じた使い分けや連
携ができるよう、地方公共団体における人材の養成を強化すべき。」 
⇒このハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチの両面の重要性、および連動した対策は、特
に「フレイル対策（予防）」に求められる。 
という趣旨の言葉を入れた方が良い。 
 
ｐ２７下段： 
また、医師等の医療従事者が認知症や老年学、老 年医学を学ぶ機会を更に充実すべき。 
⇒「また、医師等の医療従事者がフレイルや認知症などを含む老年医学全般、そして多面的（学際的）な
老年学を学ぶ機会を更に充実すべき。」 
 
 
他に、以下の点も重要である。 
◆新興感染症発生時、自然災害(地震、水害等)発生時の高齢者への支援策の検討と災害後の二次健康被害
の予防活動対策 
特に、保健・医療・介護に関する平時からの情報分析を心掛け、公衆衛生領域における研究を推進し、か
つその分野の人材育成も強化すべきである。研究者は、ワクチン開発や治療薬開発、高齢者への重症化予
防対策などの普段からの推進、平時からの情報収集や分析など公衆衛生領域の研究の推進を心掛ける。
また、特に臨床応用のシーズとなる基礎研究を行う研究者に対しては、平時からの継続的な支援が必要
である。 
※参考資料：日本学術会議 臨床医学委員会老化分科会（第 25 期）見解 
 


